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い
わ
ゆ
る
「
Ｊ
Ｋ
ビ
ジ
ネ
ス
」
及
び
ア
ダ
ル
ト
ビ
デ
オ
出
演
強
要
の

問
題
等
に
関
す
る
文
部
科
学
省
の
取
組
に
つ
い
て

平
成
３
０
年
４
月
２
３
日
（月
）

女
性
に
対
す
る
暴
力
専
門
調
査
会



文
部
科
学
省
の
取
組
①

○
平
成
2
9
年
3
月
に
、
「
い
わ
ゆ
る
『
Ｊ
Ｋ
ビ
ジ
ネ
ス
』
及
び
ア
ダ
ル
ト
ビ
デ
オ
出
演
強
要
の
問
題
等
の
若

年
層
を
対
象
と
し
た
性
的
な
暴
力
の
現
状
と
課
題
へ
の
対
応
に
つ
い
て
」
（
通
知
）
を
発
出
し
、
教
育
委

員
会
や
大
学
等
に
対
し
、
性
的
な
暴
力
を
予
防
す
る
観
点
か
ら
入
学
ガ
イ
ダ
ン
ス
な
ど
の
機
会
に
必
要

な
指
導
を
行
う
こ
と
、
性
的
な
被
害
に
関
す
る
相
談
へ
の
対
応
を
充
実
す
る
こ
と
等
を
依
頼
。

○
大
学
等
に
お
け
る
ガ
イ
ダ
ン
ス
の
際
に
活
用
で
き
る
よ
う
、
相
談
窓
口
な
ど
の
情
報
を
ま
と
め
た
啓
発

資
料
を
作
成
し
、
都
内
の
大
学
に
配
布
（
1
8
0
校
に
各
1
0
0
部
）
す
る
と
と
も
に
、
各
種
会
議
に
お
い
て
教

育
委
員
会
や
大
学
関
係
者
等
へ
周
知
。
平
成
3
0
年
4
月
に
は
、
警
察
庁
と
も
連
携
し
、
具
体
的
な
被
害

事
例
等
を
掲
載
し
た
啓
発
資
料
を
作
成
し
て
都
内
の
高
校
・
大
学
、
全
国
の
教
育
委
員
会
等
へ
配
布
・

周
知
。
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文
部
科
学
省
の
取
組
②

＜
初
等
中
等
教
育
段
階
で
の
取
組
＞

・
都
道
府
県
教
育
委
員
会
等
に
よ
る
教
員
等
の
研
修
の
促
進
や
、
非
行
防
止
教
室
の
実
施
等
を
通
じ
、
防
犯
教
育
・

被
害
防
止
教
育
を
推
進
。

・
性
に
関
わ
る
問
題
な
ど
の
児
童
生
徒
の
現
代
的
健
康
課
題
に
つ
い
て
教
員
等
が
効
果
的
な
指
導
を
行
う
支
援
を
実
施
。

・
児
童
生
徒
の
相
談
に
的
確
に
対
応
で
き
る
よ
う
、
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
や
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
を
配
置
。

・
養
護
教
諭
や
教
育
相
談
指
導
者
へ
の
研
修
を
実
施
。

＜
情
報
モ
ラ
ル
教
育
等
の
取
組
＞

・
教
員
を
対
象
と
し
た
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催
や
児
童
生
徒
向
け
啓
発
資
料
の
作
成
等
に
よ
り
、
情
報
モ
ラ
ル
教
育
を
推
進
。

・
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
通
じ
た
性
被
害
等
を
防
止
す
る
た
め
、
保
護
者
等
を
対
象
と
し
た
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
等
を
開
催
。
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＜
大
学
等
に
お
け
る
支
援
体
制
の
充
実
＞

・
学
生
支
援
、
教
務
の
担
当
者
が
集
ま
る
会
議
に
お
い
て
、
啓
発
活
動
の
実
施
や
相
談
体
制
の
整
備
等
に
つ
い
て
適
切

な
対
応
を
依
頼
。
平
成

30
年
３
月
に
は
、
全
大
学
に
対
し
内
閣
府
の
啓
発
サ
イ
ト
に
つ
い
て
周
知
。

・
独
立
行
政
法
人
日
本
学
生
支
援
機
構
に
お
い
て
、
学
生
支
援
を
担
当
す
る
教
職
員
を
対
象
と
し
た
セ
ミ
ナ
ー
で
性
暴

力
へ
の
対
応
に
関
す
る
テ
ー
マ
を
取
り
上
げ
た
ほ
か
、
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
や
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
に
関
す
る
基
礎
知
識
等
の

理
解
を
深
め
る
た
め
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
開
催
。



事 務 連 絡 
平成３０年４月２０日 

 
 
各都道府県教育委員会担当 課  

各指定都市教育委員会担当 課  

各 都 道 府 県 担 当 課  
学校設置会社を所管する構造改革特別区域法 
第 12 条第 1 項の認定を受けた各地方公共団体の担当課   御中 
各 国 公 私 立 大 学 担 当 課  
各 公 私 立 短 期 大 学 担 当 課  

各 国 公 私 立 高 等 専 門 学 校  
 
 

文部科学省生涯学習政策局男女共同参画学習課 
文部科学省初等中等教育局児童生徒課 

文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課 
文部科学省高等教育局学生・留学生課 

 
 

いわゆるアダルトビデオの出演強要問題・「ＪＫビジネス」      

問題等に関する周知について（依頼） 
 
 
政府は、４月を「ＡＶ出演強要・「ＪＫビジネス」等被害防止月間」と位置

付け、政府一体となって対策に取り組むこととしています。 
文部科学省では、いわゆるアダルトビデオの出演強要問題・「ＪＫビジネス」

問題等に直面した際に学生等が相談することのできる窓口などの情報をまとめ

た資料を作成しました。本資料につきましては、文部科学省ＨＰにも掲載して

おりますので、掲示や窓口等への設置、ガイダンスや防犯指導時の配付資料等

として御活用ください。 
また、このことについて、各都道府県・指定都市教育委員会におかれては、

所管の学校（専修学校・各種学校を含む）及び域内の市町村教育委員会等に対

して、各都道府県におかれては、所管の私立学校に対して、各国公私立大学・

各公私立短期大学におかれては、学内及び設置する付属学校に対して、構造改

革特別区域法第12条第1項の認定を受けた地方公共団体におかれては、所轄の学

校設置会社に対して御周知くださるようお願いいたします。 
なお、本件に関しまして、御不明な点等がございましたら、担当までお問い

合わせください。 
 



 
 
（付属資料） 

別添１：いわゆる「ＪＫビジネス」及びアダルトビデオ出演強要の問題等の若

年層を対象とした性的な暴力の現状と課題への対応について（依頼） 

別添２：アダルトビデオの出演強要問題・「ＪＫビジネス」問題に関する啓発

資料 
 
（文部科学省ＨＰ掲載先） 
http://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/kyoudou/detail/1403806.htm 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（担当） 
文部科学省生涯学習政策局男女共同参画学習課 
 高橋、吉岡 
電話：03-5253-4111（内線：3073） 
Mail：danjo@mext.go.jp 





















ＡＶ出演強要・「ＪＫビジネス」等の 
被害にご注意ください。

ＡＶ出演強要・「ＪＫビジネス」等の 
被害にご注意ください。

4月は「ＡＶ出演強要・「ＪＫビジネス」等被害防止月間」です！

　近年、若い女性がアダルトビデオ（AV）への出演を強要されたり、「ＪＫビジ
ネス」と呼ばれる営業により性的な被害に遭ったりする問題が発生しています。
特に４月は、生活環境が大きく変わる時期で、こうした被害に遭うリスクが
高まることが予想されます。そのため、４月を「ＡＶ出演強要・「ＪＫビジネス」
等被害防止月間」としました。
　こうした問題に関する政府の情報サイトが開設されています。もし、困って
いる場合は、下記ＵＲＬを参照いただくとともに、最寄りの警察署等の相談
窓口（裏面参照）に相談してください。

文部科学省 生涯学習政策局 男女共同参画学習課
〒100-8959 東京都千代田区霞が関 3-2-2　電話：03-5253-4111（内線 3073）　FAX：03-6734-3719 

お問い合わせ

●JKビジネスの被害事例
　　「ＪＫビジネス」店で稼働する被害者
（女子高校生）に対して、客が支払うコー
ス料金の大半を店側が徴収しつつ、遅刻、
無断欠勤には罰金を科して管理するなど、
裏オプションとして性交等をしなければ金
を稼げない状況にして、客と性交等をさ
せていた事例。

●AV出演強要問題の被害事例
　アイドルの格好をするコスプレモデルをイン
ターネット上で募集し、連絡してきた被害者（女
子高校生）を美容室に連れて行きヘアセットを
した後に、撮影スタジオに連れて行き、身分証
明書を持たせた姿を撮影。更に「実技ＯＫで
す」等と書かされた上でＡＶ出演を強要。
　被害者（女子高校生）が出演を拒否すると
「美容代金を返せ。弁護士がいる。大変なこと
になるぞ。」などと迫り、ＡＶに出演させられた
事例。

いわゆるアダルトビデオ出演強要問題・「JKビジネス」問題等に関する啓発サイト

http://www.gender.go.jp/policy/no_violence/avjk/index.html



相談窓口
一覧

Don’t cry

最寄りの警察署
アダルトビデオ出演強要に関する各種トラブル等に関
する相談

各都道府県の警察本部にお問い合わせください。
連絡先

詳細はそれぞれの女性センターにお問い合わせください。

連絡先

女性センター（男女共同参画センター等）
女性に対する暴力を始め、女性が抱えるさまざまな問題
に関する情報提供や相談等（施設によって対応内容が異なり
ます。詳細はそれぞれの女性センターにご確認ください。 ）

婦人相談所

連絡先
最寄りの自治体にお問い合せください。

売春防止法第34条に基づき、各都道府県に設置されて
おり、要保護女子に関する各般の問題について相談や
一時保護等を実施。配偶者からの暴力、ストーカー、
人身取引等の被害者への支援を対応。

連絡先
最寄りの各都道府県労働局、労働基準監督署に設置
されている総合労働相談コーナーへお問い合せください。

総合労働相談コーナー
あらゆる労働問題の相談についてワンストップで対応
し、労働関係法令の違反が疑われる場合は行政指導
等の権限を持つ担当部署に取り次ぐ。

連絡先
インターネット上の相談フォーム

（URL :http://www.ihaho.jp/）

違法・有害情報相談センター
インターネット上の違法・有害情報に対し適切な対応
を促進する目的で、関係者等からの相談をウェブフォー
ムで受け付け、対応に関するアドバイスや関連の情報
提供等をメールで行なう相談窓口。（総務省支援事業）

連絡先

　 0120-007-110

子どもの人権110番
子どもの人権問題に関する相談窓口。関係機関と連携
して被害児童の保護など、被害の救済を図る。

連絡先

　 0570-070-810

女性の人権ホットライン
女性の人権問題に関する相談窓口。関係機関と連携し
て被害女性の保護など、被害の救済を図る。

連絡先

　 189 ※最寄りの児童相談所につながります。

児童相談所
児童福祉法第12条に基づき設置され、子どもに関する
家庭、その他から、子どもが有する問題等について
相談に応じ、必要に応じた措置を行う。

警察相談専用電話
発信地を管轄する各都道府県の警察本部等の総合窓口
に直接つながる。相談者のプライバシーの保護や心情・
境遇などに配慮しながら相談に対応。

　 #9110（最寄りの警察署でも受付可）

連絡先

連絡先

日本司法支援センター（法テラス）
様々な法的トラブルの解決に役立つ適切な法制度や
相談窓口を紹介。

1

2

3

法テラス・サポートダイヤル
　 0570-078374

（IP電話：03-6745-5600）

多言語情報提供サービス
　 0570-078377
対象：外国語（英語、中国語、韓国語、スペイン語、ポルト

ガル語、ベトナム語、※タガログ語）を話される方
※タガログ語は平成29年4月3日から対応開始

全国の法テラス事務所（法テラス・サポートダイヤル
又はウェブサイトで最寄りの事務所を御確認ください）



「いわゆるアダルトビデオ出演強要

問題・『ＪＫビジネス』問題等に関す

る今後の対策」に基づく施策の推進 

担当府省：文部科学省 

第 ４ 次 男 女 共 同 参 画

基 本 計 画 に お け る 記

載箇所  

117*：第７分野  女性に対するあらゆる暴力の根絶 

 ４．性犯罪への対策の推進 

118*：第７分野  女性に対するあらゆる暴力の根絶 

１．女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり 

119～ 121*：第７分野 女性に対するあらゆる暴力の根絶 

５．子供に対する性的な暴力の根絶に向けた対策の推進 

*重点方針 2017 の通し番号

女 性 活 躍

加 速 の た

め の 重 点

方針 2017

との関連  

通し番号  117～ 121 

記載箇所  Ⅱ  女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現 

１．女性に対するあらゆる暴力の根絶 

 （２）若年層を対象とした性的な暴力の根絶  

②「いわゆるアダルトビデオ出演強要問題・『ＪＫビジネ

ス』問題等に関する今後の対策」に基づく施策の推進

女 性 活 躍

加 速 の た

め の 重 点

方針 2016

との関連  

通し番号  101 

記載箇所  Ⅱ  女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現 

１．女性に対するあらゆる暴力の根絶 

（４）女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり 

  ① 

女 性 活 躍

加 速 の た

め の 重 点

方針 2015

との関連  

通し番号  108 

記載箇所  ３  女性活躍のための環境整備  

（６）困難を抱えた女性が安心して暮らすための環境整備 ③ 

ヒアリング項目：
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